
 

調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：インドネシア 案件名：「スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画」 

分野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

先方関係機関：スラバヤ工科大学（ITS） 

東部インドネシア地域の国立大学 4校 

日本側協力機関：熊本大学 協力期間 
R/D：2006年 4月～ 

2010年 3月 
他の関連協力： 

広島大学、佐賀大学、東京工業大学、東北大学 

1－1. 協力の背景と概要 

インドネシアは 1997年の経済危機以降、政治の混乱、経済の低迷を経験したが、現ユドヨノ政権

に入ってからは経済も徐々に回復軌道に乗り、製造業をはじめとした国内産業が活気を帯び始めて

いる。しかし、産業界のニーズに適応した理工学系の人材不足は依然深刻な問題である。特に情報

通信技術の進展への対応は、群島国家インドネシアの政治、経済、社会の発展にとって必須の課題

であるものの、それを担う研究者や技術者の不足が深刻な問題として挙げられている。 

国民教育省高等教育総局（DGHE)では 2020年までに国立大学の理工学系就学者を 14％から 42％

に拡大する計画を有している。2001 年には「情報･コミュニケーション技術政策」が大統領令とし

て公布され、教育と情報技術との関係が重点政策の一つとして取り上げられた。これを受け、同年

DGHEが作成した「情報･コミュニケーション技術に関する高等教育戦略」では情報技術分野の人材

育成が重要政策とされている。 

これらの状況を受け、国民教育省は、情報通信技術分野の高等教育機関の拠点の一つとして位置

づけているスラバヤ工科大学（ITS)において、同分野の大学院レベルの能力向上を中心とした支援

を我が国に要請してきた。同要請を受けて、 ITSの ICT分野における研究能力の強化を行うことに

より、同分野の高度技術を有する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、政

府研究機関に供給することを目標とする技術協力が、2006年 4月から 4年間の協力期間で開始され

た。 

 

1－2. 協力内容 

(1) 上位目標 

イ国の東部インドネシア地域における ICT分野の高等人材育成と研究能力が強化される。 

(2) プロジェクト目標 

スラバヤ工科大学の ICT分野における研究能力が強化されることにより、同分野の高度技術を有

する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、政府研究機関に供給することが

できるようになる。 

(3) 成果  

成果 1：研究活動を強化し研究能力が国際水準になる。 

成果 2：スラバヤ工科大学の工学教育が教室ベースから研究室（ラボ）ベースに変わる。 

成果 3：スラバヤ工科大学と東部インドネシア地域の大学間との学術連携が確立する。 

成果 4：スラバヤ工科大学と産業界・政府研究機関の協力活動が強化される。 

(4) 投入（中間評価時点） 

 



 

【日本側】 

1) 投入実績総額 

   2億 4,733万円（第 1年次(2006年度)～3年次（2007年度）契約合計） 

2) 専門家派遣実績： 

合計 26.58M/M（2006年度 14.31M/M、2007年度 12.27M/M） 

3) 研修員受入実績： 

国別研修 15名（8研修コース）、長期研修 2名（�本案件の投入ではないが、連携して実施） 

4) 機材供与実績：  

1,407.1万円（2006年度：807.1万円、2007年度：600万円） 

5) ローカルコスト負担 

総額 4,977.5万円（内、共同研究費 2,540万円） 

【インドネシア側】 

1) 投入実績総額： 

総額 1,317,695,000ルピア（約 1,532万円）（2006年：Rp.790,895,000、2007年：Rp.526,800,000）

2) カウンターパート配置： 

実施委員会：4名、事務職員 2名（ICTセンター） 

共同研究参加教員：14名（第 1次 3名、第 2次 4名、第 3次 7名(予定)） 

3) 施設提供 

プロジェクト執務室、パイロットラボ 

 

2. 評価調査団の概要 

団長・総括 : 白川 浩 JICA人間開発部 課題アドバイザー/国際協力専門員 

協力企画 : 割石 俊介 JICAインドネシア事務所 所員 

評価企画 : 上田 大輔 JICA人間開発部高等・技術教育課 職員 

調査者 

評価分析 : 木根 主税 (株)パデコ アソシエーツ 

調査期間 2008年 5月 21日～6月 4日 評価種類：中間評価 

3. 評価結果の概要 

3-1. 実績の確認 

(1) 成果 

各アウトプット(成果)の達成状況は以下のとおりである。 

 

成果 1：「ITSの研究活動を強化し研究能力が国際水準になる。」 

 本邦大学との共同研究を通じた ITSの研究能力強化に関しては、順調に成果が上がりつつある。

本邦大学との共同研究が当初計画を上回るペースで活発に実施されている他、学内研究交流ミー

ティングがほぼ計画どおり実施され、ITS内で共同研究の成果等の共有が図られている。 

この結果、1)国際レベルの会議・ジャーナルへの研究発表数に関しては既に計画以上の達成度で

あること、また、2)特許申請に関しても、計画値を現段階でほぼ達成していることに示されるよう

に、ITSの研究能力は順調に強化されつつある。 

 

成果 2：「スラバヤ工科大学の工学教育が教室ベースから研究室（ラボ）ベースに変わる。」 

研究室中心教育（Lab Based Education）も、ITS学内での導入計画書の作成や啓発活動、全共同研



 

究参加ラボのパイロットラボとしての指定・実施計画書の作成、右経験に基づくガイドライン作成

などに関し、非常に順調に活動が実施されてきている。 

研究室中心教育の円滑な導入に有効と考えられる ITS内でのワークショップは、当初計画より活

発に取り組まれている他、共同研究への大学院生の参加数も計画値の 2～3倍の人数に達している。

上記の結果、1)パイロットラボ以外の研究室の教員も高い関心を示していること、2)当初想定さ

れていた 2対象学科だけでなく、ITS全学への導入も今後計画されるなど、ITSにおいては組織・個

人の両面で積極的な取り組みがなされていると言える。さらに、東部インドネシア地域（EPI）の大

学においても ITSへ留学中の教員を中心として同手法に対する関心が高まっており、幅広い波及効

果が出始めている。 

 

成果 3：「スラバヤ工科大学と東部インドネシア地域の大学間との学術連携が確立する。」 

大学間連携についても、順調に成果が達成されつつあると言える。 

東部インドネシア地域の大学教員の共同研究への参加はほぼ計画どおり実施されている他、ITS

教員の東部インドネシア地域の大学への派遣は計画以上に活発に実施されている。特筆すべき事項

として、1) ITSと東部インドネシア地域 4大学間の大学間交流協定が締結されたこと、また、2）大

学間ネットワークインフラを利用した、ITS 教員等による e-Learning や、シラバス作成支援なども

実施されていること、3)将来的な関係継続についても、東部インドネシア地域の大学幹部が ITS と

の関係強化を強く望んでいること、が挙げられる。 

一方、今後の課題としては、ITS 主催の研究発表会における東部インドネシア地域大学等からの

研究発表が挙げられる。また、ITS へ国内修士留学したパートナー大学教員の修了後の研究活動の

継続に関しては、評価時点で修了生がいないことから、評価には時期尚早であるが、現在、国内留

学中の教員からは、所属大学に戻った後も習得した教育・研究の方法を継続する高い意欲が示され

ている。 

 

成果 4：「スラバヤ工科大学と産業界・政府研究機関の協力活動が強化される。」  

成果 4に関しては、概ね順調に成果を上げているが、一部の活動はこれからの進捗が期待される。

研究内容の PR 活動（研究データベース構築、ウェブ・パンフ作成、オープンキャンパス等）が

計画どおり実施されている他、産業界や政府研究機関から招いた講師による講義、産業界向けの研

修コース、技術コンサルティング・サービス実施に関しては計画以上の実績を挙げている。 

ただし、産業界の共同研究への参加（共同研究の半数に企業参加）やベンチャー企業設立等の一

部指標に関しては、必ずしも十分な成果が出ているとは言えず、これからの進捗が期待される。な

お、企業に対するキャリブレーションサービスについては、スラバヤ電気系ポリテクニック（EEPIS）

と協力しつつ取り組む予定であったものの、実際には技術レベルの適合性から EEPISにより実施さ

れ、ITSは企業のニーズを EEPISに伝える役割を担っている。 

 

(2) プロジェクト目標の達成度(予測) 

 以上のように、成果 1～3に関しては順調に成果を上げており、また、成果 4についても概ね所期

の成果を上げつつあることから、プロジェクト目標である ITSの研究能力向上と東部インドネシア

地域の産業界・大学等への ICT分野の人材供給については達成される見込みであると言える。 

 

3-2. 評価結果の要約 

(1) 妥当性 



 

インドネシアの国家開発計画や情報コミュニケーション技術政策、日本のインドネシアに対する

援助方針と、本プロジェクトの整合性は認められる。また、高等教育局による東部インドネシア地

域の持続的開発に対する ITSやパートナー大学の貢献への期待は非常に高く、対象地域・対象機関

のプロジェクト支援へのニーズも高い。 

(2) 有効性 

各成果は、上記 3-1.で述べたとおり、PDMで示された計画と実績とを比較して概ね順調に達成さ

れてきており、同成果によりプロジェクト目標の達成が見込まれることから、有効性は高いといえ

る。 

(3) 効率性 

日本側、インドネシア側のこれまでの投入実績と成果の達成状況とを比較すると、投入は概ね成

果を上げるための活動に十分活用されている。プロジェクトの効率性を促進した要因として、ITS

の主要メンバーの意識の高さと、プロジェクトに対する継続的な注力が指摘できる。また大学間高

速ネットワーク（INHERENT）は、ITS と本邦大学、さらに４つのパートナー大学との連携を持続

的なものにする上で、その効率・実効性を高めることに大きく寄与したと考えられている。 

(4) インパクト 

本プロジェクトに関する正のインパクトが、様々な観点から確認できた。例えば、1)共同研究に

関しては、ITS と熊本大学の学術交流協定の締結、2)研究室中心教育に関しては、パイロットラボ

以外の研究者や東部インドネシア地域の大学教員への影響、対象 2学科のみならず ITS全体への適

用計画の策定、3）大学間連携に関しては、ITSや東部インドネシア地域の大学 4校の学術交流協定

に示される交流の活発化・深化、4）産業界との連携に関しても地道な活動により将来の発展の萌芽

が見られる。 

(5) 自立発展性 

プロジェクトの自立発展性は、1) 研究室中心教育の重要性が、ITSや東部インドネシア地域の大

学の研究者間で徐々に認識され、研究室中心教育の実践も強化されてきたことや、2)大学間学術連

携の基盤が、覚書締結や研究者交流によって確立されて来ている面について高い。 

一方、産学連携に関しては、産業界との活動がまだ十分に実施されていないため、現時点でその

自立発展性を判断するには時期尚早と思われる。また、日本の大学との共同研究に関しては、資金

面で不安が残るものの、すでにある程度強化されてきた研究能力が、今後さらに強化されることで、

その自立発展性の高まりを期待することができる。 

3-3. 効果発現に貢献した要因 

第一に、スラバヤ工科大学の主要メンバーの意識の高さと、プロジェクトに対する継続的な注力

があげられる。大学執行部およびプロジェクトマネージャーを中心とするメンバーのプロジェクト

に対する熱意が、効果発現に大きく寄与している。 

第二に、2006年に供用が開始されたインドネシア教育研究ネットワーク（INHERENT）があげら

れる。スラバヤ工科大学と本邦、大学、さらに 4つのパートナー大学との連携を持続的なものにす

る上で、このネットワークは大きく貢献しているといえる。 

3-4. 問題点および問題を惹起した要因 

現在までに実施されている計画内容に関して、特段大きな問題となった事項はないが、成果 4（産

学連携）の達成見込みに関連して、キャリブレーションサービスやベンチャー企業に係る指標の設

定は、プロジェクトの実情にそぐわない部分もある。 



 

3-5. 結論 

結論として、本プロジェクトが、これまで期待通りに順調および効率的に進捗してきたことが分

った。 評価 5項目の中でも、特に妥当性、有効性、効率性は非常に高いと評価することができる。

高い有効性や効率性の要因として、インドネシア側のカウンターパートによる積極的な努力があげ

られる。インパクトや自立発展性に関しては、さらなる努力が必要ではあるものの、いくつかの活

動が軌道に乗って進捗していることを鑑みると、これらの項目においても良い評価へと変わってい

くことが期待できる。 

 

3-6. 提言 

(1) 共同研究 

研究能力やプロポーザル作成技能の向上にむけた支援が必要である。そうした能力や技能は、日

本をはじめ、他の先進国との共同研究を継続するためには大変重要である。そうした能力の向上は、

国民教育省高等教育総局や研究技術省からの競争的研究資金のさらなる獲得につながるものと期待

される。 

(2) 研究室中心教育 

研究室中心教育は様々な方法で実施することができる。研究分野の性質や、学部学科の歴史や体

制を考慮したさらなる議論を通して、関係する研究者・教員間の、研究室中心教育に関する共通理

解・共通認識を確立する必要がある。 

(3) 大学間学術連携 

大学間学術連携を促進する方法の 1つとして、インドネシア教育研究ネットワーク（INHERENT）

のような大学間 ICT通信ネットワークの改善（ネットワークの安定化や通信速度の増進）が求めら

れる。特に東部インドネシア地域の大学には、インターネット接続の改善が求められる。 

また、大学間のさらなる研究者交流に対する財政的支援が望ましい。 

(4) 産学連携 

産学連携については、多様な形式があり得ることから、先ずはセミナーや研修等により企業との

日常的な関係を深めつつ、産業界のニーズ把握と大学が保有する技術の紹介を行い、その上で自ら

の研究を実施できるような状況を作り出すようなアプローチをとることがより実際的であり近道だ

と思われる。また、産業界のニーズに適した人材供給の推進のため、（1）インターンシップ制度の

本格的な導入、や（2）就職情報の収集・提供、を行っており、学生の評価も高い Student Advisory Center

について、一層の機能の充実を行うことが望ましい。 

(5) その他 

ITS を含む、東部インドネシア地域の教育・研究活動の質の向上のために、施設・設備や参考図

書（国際ジャーナル）の充実や改善が重要である。 

 

 

 

 




